
※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

392,080                          事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

73,072                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

360,992                          事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                            

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 1,161,002 14,400 7,200  1,148,797 678,726 470,071 - 5,005 - 

1 単
通常事

業
－

子育て応援金
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生活が
困窮している子育て世帯の生活を支援する
②18歳未満の子どもがいる世帯に対する応援金の支給
③1世帯10万円×248世帯=24,800千円
　 第2子以降1人につき5万円×192人=9,600千円
　 郵便料42千円
④18未満の子どもがいる市民税非課税世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 34,442 34,442 34,442 - - R3補正（地）

2 単 通常事
業

－ 新生児特別
給付金事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生活が
困窮している子育て世帯の生活を支援する
②新生児を養育している世帯に対する給付金の支給
③新生児1人につき10万円×290人=29,000千円
④令和3年4月1日以降出生した新生児を養育している世
帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 29,000 29,000 29,000 - - R3補正（地）

3 単 通常事
業

－ ＰＣＲ検査実
施事業

①高齢者施設での新型コロナウイルス感染症拡大の防
止を図る
②ＰＣＲ検査の実施に係る費用
③検査費用3,850円×2,500人×1.1=10,588千円
④高齢者施設の入所者及び従業員

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,588 10,588 10,588 - - R3補正（地）

4 単 通常事
業

－ 宿泊業継続
支援金事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売上が
減少している宿泊事業者を支援する
②宿泊事業者に対する支援金の支給
③基礎分20万円×100事業者=20,000千円
　 加算分1万円×1,943室=19,430千円
④市内に主たる事業所を有する宿泊事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 39,430 39,430 39,430 - - R3補正（地）

5 単
通常事

業
－

キャッシュレ
ス決済ポイン
ト還元事業

①キャッシュレス決済におけるポイント還元を通じて、市
内のみならず市外からの消費喚起を促すことで、新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響により、冷え込んだ地域
経済を活性化させる
②キャッシュレス決済利用者に対するポイント還元
③1,500,000千円×還元率20％=300,000千円
　 委託費9,350千円
　 広告費1,040千円
　 郵便料80千円
④市内の対象店舗にてキャッシュレス決済を利用した者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.4 R4.3 110,470 110,470 110,470 - - R3補正（地）

6 単 通常事
業

12 発熱探知器
導入事業

①公共施設等における利用者の発熱を検知することで、
新型コロナウイルス感染症拡大の防止を図る
②発熱探知器の購入費
③257,400円×10台=2,574千円
　 759,000×11台=8,349千円
④市内の公共施設等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,923 10,923 10,923 - - R3補正（地）

7 単
通常事

業
－

トイレ洋式化
及び手洗い場
自動水栓化
事業

①公共施設等のトイレの洋式化、手洗い場の自動水栓
化により、衛生面を強化することで、飛沫や接触等による
新型コロナウイルス感染症拡大の防止を図る
②工事費
③トイレ洋式化19箇所、手洗い自動水栓化3箇所
　 15,964千円
④市内の公共施設等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 15,964 15,964 15,964 - - R3補正（地）

8 単 通常事
業

－
地域生鮮流
通機能緊急
支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、大幅に
収益が悪化した市場卸売業者を支援することで、コロナ
禍においても生鮮食料品の流通を確保する
②市場卸売業者に対する支援金の支給
③3,000千円×2社=6,000千円
④コロナにより収益が悪化した市場卸売業者

－ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,000 6,000 6,000 - - R3補正（地）

9 単 通常事
業

－

宿泊業応援あ
と泊デジタル
プレミアム券
発行事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売上が
減少している宿泊事業者を支援する
②プレミアム付デジタル宿泊券発行に係る委託費
③プレミアム分2,500円×40,000枚=100,000千円
　 事務費24,000千円
　 広告費等8,300千円
④専用サイトにてデジタル宿泊券を購入した者

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 132,300 132,300 132,300 - - R3補正（地）

10 単
通常事

業
－

指定管理者
経営継続支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、経営が悪化
している指定管理者の経営継続を支援する
②指定管理者に対する支援金の支給
③33,400千円（5社）
   宿泊施設：対前年度売上減少額の20％
　 その他施設：対前年度売上減少額の10％
④コロナにより売上が減少した指定管理者

－ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 33,400 33,400 33,400 - - 
https://www.city.nanao.lg.jp/kikaku
zaisei/shisei/zaise/rinjikouhukin.ht
ml

R3補正（地）

7,191                                                                                                     

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 石川県 0767-53-1117 392,080                                                                384,889                                                                                                 

地方公共団体名 七尾市 kikakuzaisei@city.nanao.lg.jp -                                                                         

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-                                                                                                          国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 17202 678,726                                                             212,377                                                                12,377                                                                                                   

担当部局課名 総務部企画財政課 -                                                                      73,072                                                                  

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

470,071                                                                                                                                      - 348,615                                                                                                 

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 598,726                                                             73,072                                                                                                   

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

148,615                                                                                                 

826,144                                                                                                 

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

465,152                                                                国庫補助事業費 7,200                                                                

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -80,000                                                               

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

212,377                                                                地方単独事業費のうち通常事業分 462,871                                                             

地方単独事業費のうち事業者支援分 677,529                                                                



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

11 単 通常事
業

－
地域イベント
持続化支援
事業

①コロナ収束後の地域イベントの持続性を担保するた
め、感染症対策を実施したイベントの開催を支援する
②感染症対策等に対する補助金
③1,000千円（上限）×10イベント=10,000千円
④地域経済の活性化等に資するイベントを市内で開催す
る者

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,000 10,000 10,000 - - R3補正（地）

12 単 通常事
業

103 教育ＩＣＴ推進
事業

①ＧＩＧＡスクール構想に対応するため、ネットワーク回線
の強化を図ることで、コロナ禍における児童・生徒の学習
機会を確保する
②通信環境設定に係る委託費
③ネットワーク回線の増強（1本→7本）4,840千円
④市役所

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 4,840 4,840 4,840 - - R3補正（地）

13 単 通常事
業

－ 小学校空調
整備事業

①学級数の増加に伴い、これまでエアコンが未設置で
あった教室にエアコンを設置することで、小学校での新型
コロナウイルス感染症拡大の防止と快適な学習環境を確
保する
②工事費
③エアコン1基設置1,287千円
④市内の小学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.4 R4.3 1,287 1,287 1,287 - - R3補正（地）

14 単 通常事
業

－
学校給食用
食器等購入
事業

①学校用給食器等の衛生面を強化することで、小中学校
での新型コロナウイルス感染症拡大の防止を図る
②学校給食用食器等（次亜塩素酸ナトリウム対応）の購
入費
③食器12,335枚、箸3,935膳、トレイ1,575枚
　 16,155千円
④市内の小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 16,155 16,155 16,155 - - R3補正（地）

15 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

－
事業継続緊
急支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、大幅に
減収している中小企業者等の経営継続を支援する
②中小企業者等に対する支援金の支給
③中小企業者：20万円×280事業者=56,000千円
　 個人事業主：10万円×540事業者=54,000千円
　 委託費500千円
④市内に主たる事業所を有する中小企業者または個人
事業主

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R4.3 80,000 80,000 80,000 - - R3補正（地）

16 単 通常事
業

－ 子育て世帯応
援金事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生活が
困窮している子育て世帯の生活を支援する
②児童手当受給世帯に対する応援金の支給
③2万円×5,300人=106,000千円
　 郵便料等590千円
④児童手当受給世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 106,590 106,590 106,590 - - R3補正（地）

17 単 通常事
業

－
子育て世帯臨
時保育料助
成事業

①保育料の半額を助成することで、コロナ禍における子
育て世帯の経済負担の軽減を図る
②保育料の助成
③公立保育園分：46,750円×7ヶ月=328千円
　 認定こども園分：3,277,500円×7ヶ月=22,943千円
④3歳未満で保育の必要がある児童がいる世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 23,271 23,271 23,271 - - R3補正（地）

18 単
通常事

業
－

在宅介護応
援金事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の状況において、在宅
で介護サービス等を受けながら生活している方の生活を
支援する
②在宅サービス等を受けている方に対する応援金の支
給
③2万円×700人=14,000千円
　 郵便料66千円
④在宅で介護サービス等を受けながら生活している要介
護３以上の認定者

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 14,066 14,066 14,066 - - R3補正（地）

19 〇 単 通常事
業

公共施設等
感染症対策
事業

①市内公共施設等における新型コロナウイルス感染症
拡大の防止を図る
②感染症拡大防止のための消耗品や備品等の購入費
③消毒液　23,760円×86箱=2,044千円
   アクリル板　24,530円×170枚=4,171千円
   発熱探知器等　253,000円×1台=253千円
　パーテーション　12,760円×24枚=307千円
④市内の公共施設等

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 6,775 6,775 6,775 - -  購入率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り、物品等の納入に不
測の日数を要するた
め。

R3補正（地）

20 〇 単
通常事

業

窓口キャッ
シュレス決済
環境整備事
業

①各種証明書の手数料の支払いについて、クレジット
カードや電子マネー等での決済が利用できる環境を整備
することで、キャッシュレス決済の普及を図る
②キャッシュレス決済環境整備に係る費用
③端末機器、通信、保守、回線工事等
　 2,555千円
④市役所

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

③キャッシュレ
ス

R4.2 R4.4以降 2,555 2,555 2,555 - - 
 整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）

21 〇 単 通常事
業

リモートワーク
用環境構築
事業

①市役所職員が自宅等で業務が可能な環境を構築する
ことで新型コロナウイルス対策の強化を図る
②委託費
③システム開発等委託料　5,066千円
　・業務委託、現場管理費等
　電信電話料　　2,000円×14台×12ヶ月×1.1＝370千
円
④市役所

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

④行政IT化 R4.2 R4.4以降 5,436 5,436 5,436 - -  整備率
100％

 HPで公表

職員が新型コロナウイ
ルスに感染し、早期に
リモートワークの環境
構築が必要となったた
め着手時期を繰り上げ
た

R3補正（地）

22 〇 単
通常事

業

デジタル基盤
改革支援補
助金（自治体
オンライン手
続推進事業）

①オンラインによる行政手続きをスムーズに受付できる
基盤を整備することで、対面での接客を減らし新型コロナ
感染症の感染リスクを軽減を図る
②委託費
③構築費　10,010千円
　保守費　　132千円
④市役所

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

④行政IT化 R4.2 R4.4以降 10,142 5,137 5,137 - 5,005 
 整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）

23 〇 単 通常事
業

窓口業務予
約システム環
境整備事業

①窓口業務等について、ＳＮＳを利用した予約システムを
導入することで、市役所における3密回避を図る
②委託費等
③初期費用等　　847千円
　基本利用料等　1,320千円
④市役所

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 2,167 2,167 2,167 - -  整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）
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24 〇 単 通常事
業

コンビニ収納
対応システム
改修事業

①市税等について、コンビニ収納及びスマートフォン決済
に対応するためのシステム改修を行うことで、3密回避や
キャッシュレス決済の普及を図る
②システム開発及びテスト費用
③システム改修費（税）　　　　　66,000,000円
   システム改修費（水道）　　　 　3,960,000円
　納付書等作成テスト費用（税）　7,524,000円
　金融機関との接続テスト費用（水道）　220,000円
④市役所及び市内コンビニ

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

③キャッシュレ
ス

R4.2 R4.4以降 77,704 77,704 77,704 - -  整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）

25 〇 単 通常事
業

地域づくり協
議会オンライ
ン環境整備事
業

①地域づくり協議会にオンライン会議用機器を導入する
ことで、コロナ禍による活動（非対面・非接触）を可能とす
る
②オンライン会議用機器の購入費
③ノートパソコン、ディスプレイ、ウェブカメラ等
　 7,694千円
④地域づくり協議会（全15地区）

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

①３密対策 R4.2 R4.4以降 7,694 7,694 7,694 - -  整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）

26 〇 単 通常事
業

子育て世帯臨
時特別給付
金給付事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生活が
困窮している子育て世帯の生活を支援する
②国の特別給付金の対象外となった世帯への給付金の
支給
③児童1人当たり10万円×260人=26,000千円
　 郵便料25千円
④国の特別給付金の対象外となった世帯

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 26,025 26,025 26,025 - -  支給率
100％

 HPで公表 R3補正（地）

27 〇 単
通常事

業

教育研究所
無線ＬＡＮ環
境整備事業

①在籍校に通学できず、教育研究所に通所する生徒に
対し、他の生徒と同様に１人１台の端末を使用可能とし、
コロナ禍における学習機会を確保する
②教育研究所に無線LANを整備
③897,000円×1.1＝987千円
④市内小学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援
⑨教育 R4.2 R4.4以降 987 987 987 - - 

 整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り、事業の遂行にあた
り、不測の日数を要す
るため。

R3補正（地）

28 〇 単
通常事

業
教育ＩＣＴ推進
事業

①GIGAタブレットを家庭に持ち帰り、学習に活用するよう
に設定を変更し、感染拡大の防止を図る
②ネットワーク切り替え機能追加するための委託料
③ネットワーク切り替料等　3,629千円
④市内小中学校に通う児童・生徒

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

⑨教育 R4.2 R4.4以降 3,629 3,629 3,629 - - 
 整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、非接
触、３密を避けるため
システム構築の開始時
期を繰り上げた。

R3補正（地）

29

30 〇 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

①学校活動の継続のため、感染症対策に必要な物品を
購入し、３密を回避し、児童・教員等の感染を防止を図る
②消耗品等
③消耗品　　3,600千円
　庁舎器具　6,300千円
④市内10小学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 9,900 9,900 4,950 4,950 4,950 - - -         
 感染症対策
の強化を図
る

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り、物品等の納入に不
測の日数を要するた
め。

R3補正（国）

31 〇 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

①学校活動の継続のため、感染症対策に必要な物品を
購入し、３密を回避し、生徒・教員等の感染を防止を図る
②消耗品等
③消耗品　　2,000千円
　庁舎器具　2,500千円
④市内4中学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 4,500 4,500 2,250 2,250 2,250 - - -         
 感染症対策
の強化を図
る

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り、物品等の納入に不
測の日数を要するた
め。

R3補正（国）

32

33 〇 単 通常事
業

学校給食用
食器等購入
事業

①現在使用している学校用給食器等では、消毒による殺
菌効果が十分に見込めないことから、学校用給食器等の
衛生面の強化を図ることで、小中学校での新型コロナウ
イルス感染症拡大の防止を徹底する
②学校給食用食器等（次亜塩素酸ナトリウム対応）の購
入費
③食器、箸、トレイ　 19,967千円
　食器　17,965枚一式　15,803,450円×1.1＝17,383,795
円
　箸　100膳×240円×1.1＝26,400円
　トレイ　1,660枚×1,400円＝2,556,400円
④市内の小中学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.4以降 19,967 19,967 19,967 - -  整備率
100％

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、感染
防止対策の強化時期
を繰り上げた。

R3補正（地）

34 〇 単 通常事
業

感染防止対
策強化事業

①図書館利用者が安心して施設を利用できるよう感染防
止対策の強化を図る
②飛沫防止パーテーション及び空気清浄機購入
③パーテーション（閲覧コーナー用）　135,828円
　パーテーション（受付カウンター用）　137,984千円
　空気清浄機　490,000円×1台×1.1＝539,000円
　紫外線ランプ　7,840円×2本×1.1＝17,248円
　閲覧用抗菌仕様イス　62脚×30,100円×1.1＝
2,052,820円
④市内図書館

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 2,883 2,883 2,883 - - 
 感染症対策
の強化を図
る

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り、物品等の納入に不
測の日数を要するた
め。

R3補正（地）

35 〇 単 通常事
業

厨房作業効
率化事業

①高温洗浄が行える機器を導入することにより、除菌効
果を高め感染症拡大防止を図る
②食洗器等導入経費
③食洗器　　　　　1,414千円
　電気水道工事　　155千円
　搬入設置等　　　 131千円
　消費税　　　　　　170千円
④市内公共施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.4以降 1,870 1,870 1,870 - - 
 感染症対策
の強化を図
る

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、感染
防止対策の強化時期
を繰り上げた。

R3補正（地）

36 〇 単 通常事
業

地域活動応
援金事業

①新型コロナウイルスの影響により、低迷している地域
活動の回復を図るため、ウイズコロナ、アフターコロナを
見据えた持続可能な地域づくりを応援する。
②感染予防対策やアフターコロナを見据えた環境整備等
③　48,442千円
内訳
　（均等割）1,000,000円×15協議会＝15,000千円
　（世帯割）1,500円×21,361世帯＝　 32,042千円
　（加算割）200,000円×7分館＝　　　  1,400千円
④市内15地域づくり協議会

－ － － ○ － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.4以降 48,442 48,442 48,442 - - 
 感染症対策
の強化を図
る

 HPで公表

新型コロナウイルス感
染症が市内にまん延し
始めたことから、感染
防止対策の強化時期
を繰り上げた。

R3補正（地）
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37 〇 単 通常事
業

障害者福祉
関係事業所
給付金給付
事業

①障害福祉サービス提供事業所での感染防止対策等を
支援し、コロナ禍での継続した障害福祉サービス提供体
制を強化
②感染防止対策消耗品等購入のための交付金
③5,100千円
内訳　100,000円×51事業所＝5,100千円
④指定事業者51事業所

－ － － ○ － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 5,100 5,100 5,100 - -  支給率
100％

 HPで公表 R3補正（地）

38 〇 単
通常事

業

在宅介護応
援金事業（追
加支給）

①新型コロナウイルス感染症拡大の状況において、在宅
で介護サービス等を受けながら生活している方の生活を
支援する
②在宅サービス等を受けている方に対する応援金の追
加支給
③2万円×300人=6,000千円
④在宅で介護サービス等を受けながら生活している要介
護３以上の認定者

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 6,000 6,000 6,000 - - 
 支給率
100％

 HPで公表 R3補正（地）

39 〇 単
通常事

業

介護保険事
業所応援金
事業

①介護サービス提供事業所での感染防止対策等を支援
し、コロナ禍での継続した介護サービス提供体制を強化
②感染防止対策に係る経費
③10,000千円
内訳　100,000円×100事業所＝10,000,000円
④指定事業者１００事業所

－ － － ○ － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 10,000 10,000 10,000 - - 
 支給率
100％

 HPで公表 R3補正（地）

40 単 通常事
業

キャッシュレ
ス決済ポイン
ト還元事業

【№5　国R3予算充当分】
①キャッシュレス決済におけるポイント還元を通じて、市
内のみならず市外からの消費喚起を促すことで、新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響により、冷え込んだ地域
経済を活性化させる
②キャッシュレス決済利用者に対するポイント還元
③1,500,000千円×還元率20％=300,000千円
　 委託費9,350千円
　 広告費1,040千円
　 郵便料80千円
④市内の対象店舗にてキャッシュレス決済を利用した者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.4 R4.3 200,000 200,000 200,000 - - R3補正（地）

41 単
通常事

業
事業継続緊
急支援事業

【№15　国R3予算充当分】
①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、大幅に
減収している中小企業者等の経営継続を支援する
②中小企業者等に対する支援金の支給
③中小企業者：20万円×280事業者=56,000千円
　 個人事業主：10万円×540事業者=54,000千円
　 委託費500千円
④市内に主たる事業所を有する中小企業者または個人
事業主

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R4.3 30,500 30,500 30,500 - - R3補正（地）


